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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第110期 

第３四半期 
累計期間 

第111期 
第３四半期 
累計期間 

第110期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （千円） 4,410,597 4,344,237 5,842,022 

経常利益 （千円） 127,733 104,137 155,508 

四半期（当期）純利益 （千円） 120,876 95,504 153,872 

持分法を適用した場合の投資利益又は

投資損失(△) 
（千円） △11,575 6,406 3,933 

資本金 （千円） 630,000 630,000 630,000 

発行済株式総数 （株） 11,600,000 11,600,000 11,600,000 

純資産額 （千円） 3,717,940 4,165,201 4,295,160 

総資産額 （千円） 10,717,764 10,894,366 11,129,230 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 10.48 8.32 13.37 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円） － 8.27 － 

１株当たり配当額 （円） － － 5.00 

自己資本比率 （％） 34.60 38.18 38.51 

 

回次  
第110期

第３四半期
会計期間

第111期
第３四半期
会計期間

会計期間  
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.27 5.44 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

   ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

   ３．第110期第３四半期累計期間及び第110期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

（１）業績の状況 

①販売実績 

 当社の第３四半期累計期間の売上高は、国内産業の活動水準が引き続き低位に推移していることから、１８Ｌ

缶の売上が前年同四半期累計比177百万円減少いたしました。一方、美術缶では需要の回復により、前年同四半

期累計比で72百万円の増加となり、合計では前年同四半期累計比で66百万円の減少となりました。製品別の売上

高は、以下のとおりとなっております。 

    製品別売上高                                            （単位：百万円、％） 

 
前年同四半期累計 当第３四半期累計 前年同四半期比 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

18Ｌ缶 2,828 64.1 2,650 61.0 △177 △6.3

美術缶 1,340 30.4 1,413 32.5 72 5.4

その他 241 5.5 280 6.5 38 16.0

計 4,410 100.0 4,344 100.0 △66 △1.5
 
②損益実績 

 上記売上高に対し、生産体制の流動化や材料費・外注加工費等の削減による製造原価の圧縮に努め、売上総利

益は565百万円となり、前年同四半期累計比44百万円の減少となりました。

 営業利益につきましては、運賃及び荷造費の削減等により50百万円となり、前年同四半期累計比25百万円の減

少となりました。

 経常利益につきましては、金融費用の減少による営業外費用の削減効果等により104百万円となり、前年同四

半期累計比23百万円減少しました。

 この結果、四半期純利益は95百万円となり、前年同四半期累計比25百万円の減少となりました。

（２）財政状態

①当第３四半期会計期末における資産合計は10,894百万円となり、前事業年度末に比べ234百万円の減少となりま

した。 

 主な増減要因は、以下のとおりであります。

 ・流動資産は、受取手形及び売掛金の増加49百万円、原材料の増加39百万円等の要因で73百万円の増加となり

ました。

 ・固定資産は、減価償却等による有形固定資産の減少5百万円、生産システム開発開始に伴う無形固定資産の

増加5百万円、株価の値下がりに伴う投資有価証券の減少296百万円等による投資その他の資産の減少308百万円

等の要因で、308百万円減少しました。

②当第３四半期会計期間末における負債合計は6,729百万円となり、前事業年度末に比べ104百万円の減少となりま

した。 

 主な増減要因は、以下のとおりであります。

 ・流動負債は、支払手形及び買掛金の増加14百万円、有利子負債（短期借入金及び1年以内返済予定の長期借

入金）の減少63百万円、設備関係支払手形の増加43百万円等の要因で、14百万円の減少となりました。

 ・固定負債は、長期借入金の増加37百万円、投資有価証券の時価差額の減少等に伴う繰延税金負債の減少135

百万円等の要因で、90百万円の減少となりました。
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③当第３四半期会計期末における純資産合計は、4,165百万円となり、前事業年度末に比べ129百万円の減少となり

ました。 

 主な増減要因は、以下のとおりであります。

 ・株主資本は、四半期純利益95百万円、配当金の支払い57百万円、自己株式の減少6百万円等の要因で、43百

万円の増加となりました。

 ・評価・換算差額等は、株価の値下がりによるその他有価証券評価差額金の減少により169百万円の減少とな

りました。

④当第３四半期会計期末の有利子負債残高（長短借入金）は3,554百万円となり、前事業年度末に比べ26百万円の減

少となっております。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（４）研究開発活動 

 当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、536千円であります。 

 なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因 

①需要動向 

 当第３四半期累計期間の売上高は前年同四半期比減収となっており、当社を取り巻く事業環境は、容器素材の

多様化、国内産業の活動水準の低下による産業用容器の需要減少という需要動向の下で激しい競争が続いており

ます。 

②原材料価格の高騰 

 主原料である鉄鋼薄板の価格は高止まりの状態にあり、引続き収益の圧迫要因となっております。 

 当社といたしましては、引続き生産効率の改善に努めるとともに、原価上昇に伴う価格転嫁についてお取引先

のご理解を得るよう努力してまいります。 

③有利子負債残高 

 前述のとおり、当社の有利子負債は引続き高水準にあり、今後の金利動向によっては収益の圧迫要因となる可

能性を抱えております。 

（６）経営戦略の現状と見通し 

①収益体質の改善 

 当社は、次項「生産効率の改善」の他、原価の変動に即応した販売価格の設定、事務効率の改善による経費の

削減等を推進し、収益体質を強化し、営業損益の黒字定着化を図ってまいります。 

②生産効率の改善 

 当社は、販路の拡大による増産効果とともに、生産技術・開発技術力の強化と生産効率の改善を目指しており

ます。 

③有利子負債の圧縮による財務体質の改善 

 当第３四半期会計期間末における有利子負債残高は3,554百万円となり、前事業年度末比26百万円の減少とな

っています。当社は、従前より「営業活動によるキャッシュ・フローを重点的に財務体質の改善に振り向けてい

く」との方針を採っており、今後ともこの方針を継続してまいる所存であり、3,000百万円まで圧縮することを

目標としております。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,000,000

計 49,000,000
 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,600,000 11,600,000
東京証券取引所 
（市場第二部）

単元株式数     
1,000株

 計 11,600,000 11,600,000 － －
 

（２）【新株予約権等の状況】

 当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

決議年月日 平成27年10月29日

新株予約権の数（個） 48

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 48,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自  平成27年11月13日

至  平成57年11月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格      109

資本組入額      55

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
（注）４

（注）１．新株予約権と引換えに払い込む金銭 

 本新株予約権の払込金額は、本新株予約権の割当日においてブラック・ショールズ・モデルによ 

り算定される１株当たりのオプション価格（公正価格）に付与株式数（下記２．（１）で定義され

る。）を乗じて得た金額とする。ただし、当社は本新株予約権の割当てを受ける者に対し、本新株 

予約権の払込金額の総額に相当する金銭報酬を支給することとし、この報酬請求権と本新株予約権 

の払込金額の払込債務とを相殺する。 

２．新株予約権の内容 

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普 

通株式1,000株とする。 

 なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当て 

を含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である 

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる 

ものとする。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率 

 また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合そ 

の他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数 

は適切に調整されるものとする。 

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法 

 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権を行使することにより交 
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付を受ける株式１株あたりの払込金額を１円とし（以下、「行使価額」という。）、これに付与 

株式数を乗じた金額とする。 

（３）新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、平成27年11月13 

日から平成57年11月12日とする。 

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第 

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満 

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載 

の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。 

（６）新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、上記２．（３）の期間内において、当社の取締役および監査役の地位を喪失し 

た日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には前営業日）を経過する日までの間に限り、 

新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。 

②新株予約権者は、上記①の規定にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社 

となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換 

契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役 

会決議）がなされた場合は、当該承認日の翌日から30日間に限り、新株予約権を行使できるもの 

とする。ただし、下記４．に従って、新株予約権者に再編対象会社（下記４．で定義される）の 

新株予約権が交付される場合は、この限りでない。 

③新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の法定相続人のうち１名（以下、「権利承継者」と 

いう。）に限り、新株予約権者が死亡した日の翌日から１年以内に限り、権利行使をすることが 

できる。なお、権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は新株予約権を相続できない。 

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過する 

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 

３．新株予約権の取得に関する事項 

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分 

割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の 

承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締 

役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。 

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記２.（６）に定める規定により本新株予約権の行使がで 

きなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。 

４．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い 

 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または 

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の 

効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまで

に掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ 

交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収 

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において 

定めた場合に限るものとする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記２．（１）に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記４．（３）に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 
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（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記２．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から 

上記２．（３）に定める行使期間の末日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記２．（４）に準じて決定する。 

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

（８）その他新株予約権の行使の条件 

上記２．（６）に準じて決定する。 

（９）新株予約権の取得事由及び条件 

上記３．に準じて決定する。 

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 

総数増減数（株） 
発行済株式 

総数残高（株） 
資本金増減額

（千円） 
資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額（千円） 

資本準備金 
残高（千

円） 
平成27年10月１日～
平成27年12月31日

－ 11,600,000 － 630,000 － 136,773

 
 

 
（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 99,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,439,000 11,439 －

単元未満株式 普通株式 62,000 － －

発行済株式総数 11,600,000 － －

総株主の議決権 － 11,439 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本製罐株式会社 埼玉県さいたま市 
北区吉野町２－２７５

99,000 － 99,000 0.85

計 － 99,000 － 99,000 0.85

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 878,903 870,990 

受取手形及び売掛金 1,634,794 ※２ 1,684,244 

商品及び製品 101,526 80,699 

仕掛品 323,026 329,329 

原材料 78,982 118,061 

その他 19,881 27,224 

貸倒引当金 △599 △635 

流動資産合計 3,036,515 3,109,913 

固定資産    

有形固定資産    

建物 4,826,022 4,888,272 

減価償却累計額 △3,099,307 △3,175,788 

建物（純額） 1,726,714 1,712,484 

構築物 167,154 168,056 

減価償却累計額 △150,959 △153,196 

構築物（純額） 16,194 14,859 

機械及び装置 5,427,360 5,414,833 

減価償却累計額 △5,050,594 △5,044,034 

機械及び装置（純額） 376,765 370,799 

車両運搬具 53,241 51,181 

減価償却累計額 △51,628 △50,293 

車両運搬具（純額） 1,612 888 

土地 108,232 108,232 

リース資産 8,880 8,880 

減価償却累計額 △555 △1,387 

リース資産（純額） 8,325 7,492 

建設仮勘定 4,697 8,712 

その他 356,738 384,368 

減価償却累計額 △333,608 △347,182 

その他（純額） 23,130 37,186 

有形固定資産合計 2,265,671 2,260,654 

無形固定資産    

ソフトウエア 33,571 13,685 

ソフトウエア仮勘定 － 25,500 

その他 577 577 

無形固定資産合計 34,148 39,762 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,974,082 3,677,238 

関係会社株式 1,059,995 1,059,995 

賃貸不動産 1,553,054 1,569,904 

減価償却累計額 △805,181 △832,795 

賃貸不動産（純額） 747,873 737,109 

その他 10,945 9,692 

投資その他の資産合計 5,792,895 5,484,035 

固定資産合計 8,092,715 7,784,452 

資産合計 11,129,230 10,894,366 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,532,861 1,547,477 

短期借入金 559,000 405,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,008,176 1,099,056 

未払法人税等 17,158 8,495 

未払事業所税 18,017 13,513 

賞与引当金 36,619 18,808 

リース債務 1,198 1,198 

設備関係支払手形 57,752 100,839 

その他 182,367 204,063 

流動負債合計 3,413,151 3,398,451 

固定負債    

長期借入金 2,013,828 2,050,916 

リース債務 7,792 6,893 

繰延税金負債 1,312,953 1,177,469 

退職給付引当金 13,952 27,014 

役員退職慰労引当金 18,447 13,882 

資産除去債務 11,348 11,459 

その他 42,597 43,079 

固定負債合計 3,420,918 3,330,713 

負債合計 6,834,069 6,729,165 

純資産の部    

株主資本    

資本金 630,000 630,000 

資本剰余金 136,773 136,773 

利益剰余金 1,246,248 1,283,554 

自己株式 △19,522 △13,162 

株主資本合計 1,993,500 2,037,165 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 2,292,359 2,122,802 

評価・換算差額等合計 2,292,359 2,122,802 

新株予約権 9,301 5,233 

純資産合計 4,295,160 4,165,201 

負債純資産合計 11,129,230 10,894,366 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 4,410,597 4,344,237 

売上原価 3,800,554 3,778,998 

売上総利益 610,042 565,238 

販売費及び一般管理費    

運賃及び荷造費 203,781 199,424 

従業員給料及び手当 127,222 121,865 

役員報酬 34,963 24,782 

株式報酬費用 2,967 2,869 

賞与引当金繰入額 5,628 5,499 

支払手数料 27,478 30,104 

減価償却費 41,758 32,098 

その他 89,590 97,873 

販売費及び一般管理費合計 533,391 514,517 

営業利益 76,651 50,721 

営業外収益    

受取利息 172 112 

受取配当金 31,294 38,156 

不動産賃貸料 107,552 111,417 

その他 15,098 10,119 

営業外収益合計 154,118 159,806 

営業外費用    

支払利息 43,069 39,676 

手形売却損 3,528 3,501 

売上債権売却損 463 － 

電子記録債権売却損 3,191 4,074 

不動産賃貸費用 23,737 30,253 

賃貸建物減価償却費 28,115 27,614 

その他 930 1,270 

営業外費用合計 103,036 106,390 

経常利益 127,733 104,137 

特別利益    

投資有価証券売却益 5,581 1 

特別利益合計 5,581 1 

特別損失    

固定資産除却損 2,686 698 

特別損失合計 2,686 698 

税引前四半期純利益 130,627 103,440 

法人税等 9,750 7,936 

四半期純利益 120,876 95,504 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。 

（会計方針の変更）

 該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

 該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

（四半期貸借対照表関係）

 １ 受取手形割引高

 
前事業年度 

（平成27年３月31日） 
当第３四半期会計期間 
（平成27年12月31日） 

受取手形割引高 363,219千円 432,925千円 
 
 

※２ 四半期会計期間末日満期手形

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計

期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 － 15,299千円
 
 

（四半期損益計算書関係）

 該当事項はありません。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

減価償却費 223,063千円 212,464千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議）
株式の

種類

配当金の

総額

（千円）

1株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 17,353 1.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議）
株式の

種類

配当金の

総額

（千円）

1株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 57,263 5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成27年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 1,059,995千円 1,059,995千円

持分法を適用した場合の投資の金額 479,280 490,700

 

 
前第３四半期累計期間

（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益又は投資損

失(△)の金額
△11,575千円 6,406千円

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

当社は、製缶事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

当社は、製缶事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 10円48銭 8円32銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 120,876 95,504

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 120,876 95,504

普通株式の期中平均株式数（株） 11,533,370 11,484,664

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 8円27銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株） － 61,210

   （注） 前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

      している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月４日

日本製罐株式会社 

取締役会 御中 

 

東陽監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 金 野  栄太郎  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 安 達  則 嗣  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本製罐株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第111期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本製罐株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 
その他の事項

 会社の平成27年３月31日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成27年２月10日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て平成27年６月26日付けで無限定適正意見を表明している。

 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


